
取締役会実効性評価の実務

セミナー番号：11231116

Ⅰ.日本におけるコーポレートガバナンス改革の総括

Ⅱ.取締役会の実効性向上に向けた取り組みと課題

１ 日本企業における取締役会実効性評価の定着状況

２ 取締役会の実効性向上に向けた評価結果の活用方法

３ 取締役間の相互評価（ピアレビュー）の導入事例

４ 取締役会実効性向上における取締役会議長の役割

※ 本講では受講者から、講義項目に関する事前質問をお受けし、講義内また質疑応答時間に講師から回答します。また

質疑応答時間に当日質問も受け付けますので、講義内容の理解を深めるためご活用ください。

(講義時間：約２時間30分［講義＋質疑応答］)

――各社で差が大きく実際の内容と運用に目を向けた理解が重要となる取締役会実効性評価について、一部

企業で見られるようになった取締役個人の評価や再任プロセスへの反映等も含め、本質的な意義や効果

的な実施・活用方法等を解説。

◇本講は会場開催セミナーです◇

● 開催日程：202３年11月16日（木）14時30分～１7時

● 開催場所：株式会社商事法務 会議室（東京都中央区日本橋3-6-2 日本橋フロント３階）

● 定 員：４０名（先着順） ● 申込期限：202３年11月15日（水） ● 受講料（１名分）：27,500円（税込）

※ コーポレートガバナンスに関する実務講座（セット）（全10講、セット受講料165,000円〔税込〕）では本講をWEB受講

いただけます。同セットの詳細は弊社HPのセミナー案内でご確認ください。

※お申込方法等は、裏面をご覧ください。

主要講義項目

開催日程・開催場所・申込期限

商事法務ビジネス・ロー・スクール 会場開催セミナーのご案内

●講師紹介● 佃 秀昭 株式会社ボードアドバイザーズ 代表取締役社長

東京大学法学部卒業、マサチューセッツ工科大学スローン経営大学院（MS）経営学修士取得。取締役会実効性

評価、社長後継者計画、経営人材コーチング等に従事。1986年三和銀行（現三菱UFJ銀行）入行。2000年より

エゴンゼンダーにて日本法人社長、本社経営会議メンバーを歴任。2019年3月企業統治推進機構（現ボードア

ドバイザーズ）の事業開始。 金融庁・東京証券取引所「スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバ

ナンス・コードのフォローアップ会議」のメンバー。



■受講のお申込みは、弊社ＨＰの各セミナー案内画面からＷＥＢ上にてお申し込みいただくか、下記申込書に必要事項をご記入の

うえＦＡＸ・郵便にてご送付ください。お申込みの受付後、請求書を郵送いたします。

■受講料は、ご送付する請求書に従って、お振込みください。特にお申出のない限り、銀行の受領証をもって領収証にかえさせて

いただきます。なお、「振込手数料」等は、ご負担くださいますようお願いいたします。

■講義資料等を別途郵送する旨をご案内しているセミナーについての講義資料等発送後は、キャンセルは一切お受けできません。

ご送付する請求書に従ってお振込みください。

■ご記入の個人情報は、弊社の「個人情報保護方針」に従って適切に取り扱います。

■反社会的勢力と判明した場合には、セミナーの受講をお断りいたします。

■講義内容等または主催者の都合により、受講資格を制限させていただき、受講のお申込みをお受けできない場合がございます。

■新型コロナウイルス、インフルエンザ等の市中感染状況や感染症蔓延防止のための政府方針、また天変地異の発生等の諸事情に

よりセミナーの開催・配信を中止・延期する場合がございます。

■会場での録音・撮影、パソコン・携帯電話の使用はご遠慮願います。

■発熱、ひどい咳等体調不良の兆候がある場合は、セミナーへのご出席をお控えください。なお、受付時等に前記のような兆候が

認められる場合、ご退室をお願いする場合がございます。

■申込先 〒103-0027 東京都中央区日本橋３－６－２（日本橋フロント３階）

株式会社商事法務ビジネス・ロー・スクール（ＵＲＬ: https://www.shojihomu.co.jp/）

電話：03（6262）6761（ダイヤルイン） Ｅメール: law-school@shojihomu.co.jp

お申込要領・ご注意事項

〈有料セミナー〉受講申込書
株式会社 商事法務 行 申込日:2023年 月 日

FAX. 03-6262-6802

●お申込欄中、※印の部分は必須でご記入願います。

講座名：『取締役会実効性評価の実務』（受講料：27,500円（税込）１名分)

◆取締役会実効性評価は、上場企業の取締役会が自らの実効性を適切に把握・評価し、その結果を株主に開示

し、実効性向上に向けた取り組みを進めていく上での重要なプラクティスとして、コーポレートガバナンス・コー

ド施行後、日本企業でも徐々に定着しつつあります。

◆その一方で、取締役会実効性評価の方法や活用については各社で差が大きく、 実際の内容と運用に目を向

けた理解が重要となります。また昨今では、取締役間の相互評価など、取締役会全体の評価にとどまらず、取

締役個人の評価も行い、その結果を再任プロセスに反映させつつ各取締役にフィードバックする企業も一部

で見られます。

◆本講では、取締役会実効性評価の本質的な意義や効果的な実施・活用方法等について、数々の上場企業の

取締役会実効性評価を手掛けてきたコンサルティング会社の代表が解説します。

切り取らないでください

講座開設の趣旨
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本セミナーの
案内画面 →


